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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

５ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等の推移については記載しておりませ

ん。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第117期

当第３四半期 
累計期間

第117期
第３四半期 
会計期間

第116期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日

自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日

自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日

売上高 (百万円) 29,052 10,289 40,845 

経常利益 (百万円) 4,917 2,198 5,496 

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,313 1,390 2,967 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(百万円) ― ― ― 

資本金 (百万円) ― 5,190 5,190 

発行済株式総数 (株) ― 28,800,000 28,800,000 

純資産額 (百万円) ― 71,899 69,759 

総資産額 (百万円) ― 79,543 80,439 

１株当たり純資産額 (円) ― 2,540.29 2,464.58 

１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 117.05 49.11 104.83 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) 15.00 ― 30.00 

自己資本比率 (％) ― 90.4 86.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,056 ― 3,332 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 421 ― 821 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △907 ― △737 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― 41,060 39,489 

従業員数 (名) ― 899 852 
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当第３四半期会計期間において、当社の企業集団（当社、親会社および子会社１社）において営まれて

いる事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

提出会社の状況 

平成20年12月31日現在 

 
(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数を記載しております。

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 899
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第３四半期会計期間における生産実績は次のとおりであります。 
  

 
(注) 金額は正味販売価格換算によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品の仕入実績 

当第３四半期会計期間における商品の仕入実績は次のとおりであります。 
  

 
(注) 金額は実際仕入価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注状況 

当社は受注生産を行っておりません。 

  

(4) 販売実績 

当第３四半期会計期間における販売実績は次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別販売実績および総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

区分 金額(百万円)

医薬品事業 5,906 

合計 5,906 

区分 金額(百万円)

医薬品事業 1,952 

合計 1,952 

区分 金額(百万円)

医薬品事業 10,211 

その他 78 

合計 10,289 

相手先

当第３四半期会計期間

金額(百万円) 割合(％)

㈱メディセオ・パルタックホールディングス 2,268 22.05 

アルフレッサ㈱ 2,154 20.94 

㈱スズケン 2,000 19.44 

東邦薬品㈱ 1,100 10.69 

─ 4 ─



  

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(1) 経営成績 

当第３四半期会計期間の売上高は、10,289百万円となりました。 

主要な製品・商品の販売状況につきましては、４月に実施された薬価改定（業界平均5.2％の引き下

げ）の影響を受ける中、「注射用フサン（蛋白分解酵素阻害剤）」は後発医薬品の使用促進策の影響も

あり前年同期比18.9％減となりましたが、「ツルバダ錠（抗HIV薬）」は前年同期比65.0％増と伸長

し、当社の得意とする皮膚疾患領域におきましても「ドボネックス軟膏（尋常性乾癬治療剤）」はアス

テラス製薬株式会社が前第３四半期会計期間末をもって共同販売を終了したこと等により前年同期比

301.2％増、「ゼフナート（外用抗真菌薬）」は前年同期比22.8％増、「アンテベート（外用副腎皮質

ホルモン剤）」も前年同期比1.4％増とそれぞれ伸長しました。 

なお、株式会社ミノファーゲン製薬との取引基本契約の段階的終了に伴い、「強力ネオミノファーゲ

ンシー（肝臓疾患用剤・アレルギー用薬）」を前事業年度末に、「グリチロン錠（肝臓疾患用剤・アレ

ルギー用薬）」を第２四半期会計期間末に販売終了しております。 

当第３四半期会計期間の利益面につきましては、売上原価が3,567百万円となり、販売費及び一般管

理費が4,631百万円となったことから、営業利益は2,091百万円、経常利益は2,198百万円、四半期純利

益は1,390百万円となりました。 

当第３四半期累計期間の経営成績につきましては、売上高は29,052百万円、営業利益は4,632百万

円、経常利益は4,917百万円、四半期純利益は3,313百万円となりました。 

  

  

(2) 財政状態 

当第３四半期会計期間末の総資産は、79,543百万円と前事業年度末に比べ895百万円（1.1％）減少し

ました。これは、流動資産は有価証券が1,795百万円、キャッシュ・マネージメント・システム預託金

が881百万円増加し、現金及び預金が357百万円減少したこと等により2,353百万円増加しましたが、有

形固定資産は489百万円、無形固定資産は183百万円、投資その他の資産は2,575百万円それぞれ減少し

たことによるものです。 

総負債は、7,644百万円と前事業年度末に比べ3,035百万円（28.4％）減少しました。これは、買掛金

が1,405百万円、未払法人税等が1,121百万円、賞与引当金が500百万円減少したこと等によるもので

す。 

純資産は、71,899百万円と前事業年度末に比べ2,140百万円（3.1％）増加しました。これは、利益剰

余金は2,407百万円増加し、その他有価証券評価差額金が265百万円減少したことによるものです。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、41,060百万円と第２四半期会計期間

末に比べ537百万円（1.3％）増加しました。 

なお、当第３四半期累計期間における現金及び現金同等物の増加額は1,571百万円となっておりま

す。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期会計期間における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税引前四半期純利益が

2,501百万円となりましたが、売上債権の増加額が1,023百万円、法人税等の支払額が1,304百万円とな

ったこと等により450百万円の収入となりました。 

なお、当第３四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、2,056百万円の収入と

なっております。 

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期会計期間における「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、投資有価証券の償還によ

る収入が500百万円、有形固定資産の売却による収入が490百万円ありましたが、投資有価証券の取得に

よる支出が299百万円、有形固定資産の取得による支出が268百万円となったこと等により512百万円の

収入となりました。 

なお、当第３四半期累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、421百万円の収入とな

っております。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期会計期間における「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、配当金の支払額が424百

万円となったことにより425百万円の支出となりました。 

なお、当第３四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、907百万円の支出とな

っております。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期会計期間の研究開発費の総額は250百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 54,000,000 

計 54,000,000 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,800,000 28,800,000
東京証券取引所
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に 
おける標準となる株式 
単元株式数は100株でありま
す。 

計 28,800,000 28,800,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年12月31日 ― 28,800,000 ― 5,190 ― 6,416
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(5) 【大株主の状況】 

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

なお、エフィッシモ キャピタル マネージメント ピーティーイー エルティーディーから平成20年11

月18日付で大量保有報告書に係る変更報告書の提出があり、平成20年10月31日現在で以下の株式を所有

している旨の報告を受けておりますが、当社としては、実質所有状況の把握ができておりません。 

 
  

また、アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社から平成21年１月20日付で大量保有報告書

に係る変更報告書の提出があり、平成21年１月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けて

おりますが、当社としては、実質所有状況の把握ができておりません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

エフィッシモ キャピタル マネ
ージメント ピーティーイー エ
ルティーディー 

260 ORCHARD ROAD #12-06
THE HEEREN SINGAPORE 238855 

1,513.5 5.26

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

アクサ・ローゼンバーグ証券投
信投資顧問株式会社 

東京都港区白金一丁目17番３号 1,524.9 5.29
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(6) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成20年９月30日の株主名簿により記載しております。 

① 【発行済株式】 

平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,700株(議決権17個)が含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式67株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成20年９月30日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式  495,800 
―

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 28,274,800 282,748 同上

単元未満株式 普通株式  29,400 ― 同上

発行済株式総数 28,800,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 282,748 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
鳥居薬品株式会社 

  
東京都中央区日本橋本町 
三丁目４番１号 

495,800 ― 495,800 1.72

計 ― 495,800 ― 495,800 1.72

２ 【株価の推移】

月別
平成20年 
４月 ５月

 
６月 ７月 ８月 ９月 10月

 
11月 12月

最高(円) 1,545 1,653 1,619 1,637 1,707 1,680 1,514 1,441 1,422

最低(円) 1,316 1,485 1,505 1,520 1,541 1,461 1,190 1,260 1,214

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間（平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)

に係る四半期財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

  

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態および経営成績に関する

合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準および利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 
(注) 上記割合の算定にあたっては、金額的重要性が乏しいため、会社間項目の消去前の数値によっております。 

  

  

  

  

  

  

１ 四半期財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

３ 四半期連結財務諸表について

資産基準 0.1％

売上高基準 0.6％

利益基準 0.4％

利益剰余金基準 0.1％
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末 
(平成20年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,727 6,085

キャッシュ・マネージメント・システム預託
金

※１  31,841 ※１  30,959

受取手形及び売掛金 15,251 15,308

有価証券 5,190 3,394

商品 1,005 1,256

製品 1,075 984

原材料 1,013 1,018

仕掛品 405 561

その他 1,301 890

流動資産合計 62,812 60,458

固定資産   

有形固定資産 ※２  6,349 ※２  6,839

無形固定資産 724 908

投資その他の資産 ※３  9,656 ※３  12,232

固定資産合計 16,731 19,980

資産合計 79,543 80,439

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,053 4,458

未払法人税等 371 1,492

賞与引当金 584 1,085

役員賞与引当金 23 31

返品調整引当金 3 3

その他 2,505 2,578

流動負債合計 6,542 9,649

固定負債   

退職給付引当金 652 598

その他 449 431

固定負債合計 1,102 1,030

負債合計 7,644 10,679

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,190 5,190

資本剰余金 6,416 6,416

利益剰余金 60,946 58,538

自己株式 △854 △852

株主資本合計 71,698 69,292

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 201 466

評価・換算差額等合計 201 466

純資産合計 71,899 69,759

負債純資産合計 79,543 80,439
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(2)【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 29,052

売上原価 10,534

売上総利益 18,517

販売費及び一般管理費  

販売促進費 2,467

給料及び手当 4,186

賞与引当金繰入額 482

研究開発費 712

その他 6,035

販売費及び一般管理費合計 13,884

営業利益 4,632

営業外収益  

受取利息 230

受取配当金 25

為替差益 4

その他 28

営業外収益合計 288

営業外費用  

その他 4

営業外費用合計 4

経常利益 4,917

特別利益  

固定資産売却益 2

取引契約終了一時金 800

残余財産分配金 103

特別利益合計 906

特別損失  

固定資産除却損 20

ゴルフ会員権評価損 12

減損損失 ※１  83

特別損失合計 115

税引前四半期純利益 5,707

法人税等 2,394

四半期純利益 3,313
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【第３四半期会計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 10,289

売上原価 3,567

売上総利益 6,722

販売費及び一般管理費  

販売促進費 908

給料及び手当 1,067

賞与引当金繰入額 482

研究開発費 250

その他 1,921

販売費及び一般管理費合計 4,631

営業利益 2,091

営業外収益  

受取利息 81

受取配当金 7

為替差益 5

その他 15

営業外収益合計 110

営業外費用  

その他 2

営業外費用合計 2

経常利益 2,198

特別利益  

固定資産売却益 2

取引契約終了一時金 200

残余財産分配金 103

特別利益合計 306

特別損失  

固定資産除却損 1

ゴルフ会員権評価損 1

特別損失合計 3

税引前四半期純利益 2,501

法人税等 1,111

四半期純利益 1,390
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 5,707

減価償却費 973

減損損失 83

受取利息及び受取配当金 △255

残余財産分配金 △103

固定資産除売却損益（△は益） 17

ゴルフ会員権評価損 12

売上債権の増減額（△は増加） 57

たな卸資産の増減額（△は増加） 318

仕入債務の増減額（△は減少） △1,405

未払金の増減額（△は減少） △314

その他 △660

小計 4,429

利息及び配当金の受取額 267

法人税等の支払額 △2,640

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,056

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の払戻による収入 50

有価証券の取得による支出 △996

有価証券の売却及び償還による収入 893

有形固定資産の取得による支出 △771

有形固定資産の売却による収入 490

無形固定資産の取得による支出 △71

投資有価証券の取得による支出 △299

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,001

残余財産の分配による収入 126

その他 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー 421

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の取得による支出 △1

配当金の支払額 △905

財務活動によるキャッシュ・フロー △907

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,571

現金及び現金同等物の期首残高 39,489

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  41,060
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】 

当第３四半期会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

当第３四半期累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間

棚卸資産の評価方法 

当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関して

は、実地棚卸を省略し、第２四半期会計期間末の実地

棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法

によっております。 

 

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間

税金費用の計算 

当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採

用しております。 

なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示

しております。 

  

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間

有形固定資産の耐用年数の変更 

機械及び装置については、従来、７年を耐用年数と

しておりましたが、平成20年度税制改正を契機として

経済的耐用年数を見直した結果、第１四半期会計期間

より８年に変更しております。 

なお、この変更により、当第３四半期累計期間の営

業利益、経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ

33百万円増加しております。 
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【注記事項】 

(四半期貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期損益計算書関係） 

  

 
  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第３四半期会計期間末 
(平成20年12月31日)

前事業年度末 
(平成20年３月31日)

※１ 「キャッシュ・マネージメント・システム預託

金」は、ＪＴグループにおいて国内グループ会社

を対象としたキャッシュ・マネージメント・シス

テムを統括している㈱ジェイティ財務サービスへ

の資金の預託であります。 

  

※１ 同左 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

14,318百万円 

  

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

13,843百万円 

※３ 投資その他の資産に係る貸倒引当金 

31百万円 

  

※３ 投資その他の資産に係る貸倒引当金 

31百万円 

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間

※１ 減損損失 

当社は、継続してキャッシュ・フローの把握が

可能な最小の単位で事業用資産をグルーピングし

ており、賃貸資産及び販売権については個々の資

産を単位としてグルーピングしております。  

 当第３四半期累計期間において、当社は以下の

とおり減損損失を計上いたしました。 

医薬品事業における導入品の販売権について、

当該品目の売上低迷により収益性が低下している

ため、販売権の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（83百万円）として特

別損失に計上いたしました。なお、回収可能価額

は使用価値により測定しており、将来キャッシュ

フローを５％で割り引いて算定しております。 

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 5,727百万円

取得日から３ヵ月以内に償還期限の 

到来する短期投資(有価証券) 
3,491百万円

キャッシュ・マネージメント 
・システム預託金 

31,841百万円

現金及び現金同等物 41,060百万円
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(株主資本等関係) 

当第３四半期会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期累計期間(自 平成20年４月１日 至

平成20年12月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(千株) 28,800

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(千株) 496

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月20日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 481 17.00 平成20年３月31日 平成20年６月23日

平成20年10月30日  
取締役会

普通株式 利益剰余金 424 15.00 平成20年９月30日 平成20年12月８日
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(リース取引関係) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認

められないため、記載しておりません。 

  

(有価証券関係) 

有価証券については、当該有価証券が当社の事業の運営において重要なものとなっていないため、

記載しておりません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当社は、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

１ １株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末 
(平成20年12月31日)

前事業年度末 
(平成20年３月31日)

 
１株当たり純資産額 2,540円29銭 １株当たり純資産額 2,464円58銭

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期会計期間

１株当たり四半期純利益 117円05銭 １株当たり四半期純利益 49円11銭

項目
当第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期会計期間

四半期損益計算書上の四半期純利益(百万円) 3,313 1,390 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 3,313 1,390 

普通株式の期中平均株式数(千株) 28,304 28,303 
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平成20年10月30日開催の取締役会において、第117期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の

中間配当 (会社法第454条第５項に定める剰余金の配当)を当社定款第34条第２項の規定に基づき、次のと

おり行う旨決議いたしました。 

 
  

２ 【その他】

(イ) 中間配当金の総額 …………………………………… 424,561,995円 

(ロ) １株当たりの金額 …………………………………… 15円00銭

(ハ) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 ………… 平成20年12月８日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年１月26日

鳥居薬品株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鳥

居薬品株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第117期事業年度の第３四半期会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、鳥居薬品株式会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  

 

 

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人 トーマツ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  飯  野  健  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  中  島  達  弥  ㊞ 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２ 四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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